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報告 報告

コンプライアンス推進体制
電通グループでは、公正な事業を推進するため、「電通グ

ループ行動憲章」を策定しています。コンプライアンス体制と

しては、取締役および執行役員において、法令違反その他の

コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、

遅滞なく役員会や内部統制・リスク委員会において報告す

るとともに、速やかに監査等委員会に報告します。

また、社員のコンプライアンス体制の維持・向上を図るた

めに、規則の整備や各種研修の実施などにより、社員のコン

プライアンス意識の浸透と徹底を図っています。

「コンプライアンスライン」の設置
電通ジャパンネットワークでは、公益内部通報窓口として

「コンプライアンスライン」を設置し、外部法律事務所に社外

通報窓口も設け、通報者が一切の不利益を被ることがない

ような体制を整備しています。

また電通ジャパンネットワーク各社に対しては「コンプラ

イアンス・ダイジェスト」の配信や研修の実施を通じて理解

促進を図っています。

コンプライアンスおよび内部統制の推進

Our Foundation コーポレートガバナンス

「Speak Up!」の設置
電通イージス・ネットワークでは、公益内部通報プログラ

ム「Speak Up!」制度を設け、懸念される出来事や不正行為

の疑いを報告することが可能です。社員は、ラインマネー

ジャー、人事部門の相談窓口、シニアマネージャーに報告す

るか、社内苦情処理手順を踏むことができます。詐欺などの

不正行為を行った社員に対しては、適切な法的措置、懲戒処

分を行います。また独立専門業者のSafecall社とも契約して

おり、1年365日、24時間、複数言語での電話、Eメール、WEB

サイトを通して、匿名で連絡を取ることができるシステムを

整えています。

腐敗防止対応
電通グループは、誠実かつ公正で透明性の高い事業活動

を遂行するため、腐敗防止方針の策定に向けて取り組んでい

ます。事業拠点を置く世界各国・各地域の贈収賄規制を遵

守することで、不公正な利益を得るための汚職行為に関わる

ことを未然に防止します。また社内研修を通じたコンプライ

アンス意識の醸成に努めることで、社会的責任を果たしつ

つ、健全な事業活動を行います。

海外グループの贈収賄への取り組み
電通イージス・ネットワークにおいて、DAN各社のコンプ

ライアンス研修をイントラネット上で行っています。参加者

の受講率は90％以上と高く、研修後のフォローアップとして

各社独自に研修会を開くなど、社員の意識向上に努めてい

ます。

反社会的勢力に対する方針
電通グループは反社会的勢力および団体との関係を遮断

し、反社会的勢力および団体からの要求を断固拒否するた

めに、担当部署を設置し、社内外の協力窓口と連携して対応

しています。また、当社および当社グループ各社は、「暴力団

等反社会的勢力排除に対しての基本方針」を定め、反社会的

勢力に対して断固たる姿勢で臨むとともに、ビジネスパート

ナーに対しても同様の対応を求めています。

税務行動原則
電通グループでは「グループ税務行動原則と行動規範」を

定めており、電通グループの事業戦略、事業活動、企業価値

および社会的責任との整合性を保ち、かつ、適切な税務ポジ

ションをとることにより当社グループの価値を維持・向上し

つつ、適切な時期に、適切な場所で、適切な金額で納税を

行っています。

懸念される出来事及び不正行為

●ハラスメント
●窃盗または詐欺
●贈収賄および汚職
●情報セキュリティーの侵害
   （個人情報／秘密情報の紛失または窃盗など）
●経費の乱用または水増し
●契約上の義務の不履行
●会計および税務における不正

方針の詳細についてはこちらをご参照ください。
https://www.dentsu.co.jp/csr/compliance/compliance.html

税務行動原則についてはこちらをご参照ください。
https://www.dentsu.co.jp/csr/compliance/respectforlaws.html
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Data 財務データサマリー

（百万円）

2014※1

P／L

売上高

収益

売上総利益

営業利益（損失）

税引前利益（損失）

親会社の所有者に帰属する当期利益（損失）

EBITDA

調整後営業利益※2

調整後当期利益※3

B／S

資産合計  

親会社の所有者に帰属する持分

キャッシュ・フロー  

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

  

従業員数（名）

連結子会社数（社）

4,642,901
725,886
676,882
137,558
139,004

81,409
178,883

133,402
89,179

—
—

—
—
—
—

—
—

2015※1

4,990,854
818,566
761,996
128,212
126,739

83,090
175,454

160,438
113,388

3,066,075
1,068,216

—
—
—
—

47,324
760

2016

4,924,933
838,359
789,043
137,681
132,918

83,501
184,064

166,565
112,972

3,155,230
932,742

143,585
(156,161)

2,539
242,410

55,843
844

2017

5,187,300
928,841
877,622
137,392
149,662
105,478
194,073

163,946
107,874

3,562,857
1,093,211

141,557
(85,531)

1,226
305,760

60,064
911

2018

5,357,278
1,018,512

932,680
111,638
148,751

90,316
171,406

153,229
97,419

3,638,488
1,047,619

133,049
(61,382)
57,522

416,668

62,608
976

2019

2014※1 2015※1 2016 2017 2018 2019

5,146,802
1,047,881

939,385
(3,358)

(42,769)
(80,893)

160,280

140,751
76,120

3,795,729
974,977

79,957
(76,051)

(7,803)
414,055

66,400
1,004

※1 2014および2015年はプロフォーマ
2 調整後営業利益：営業利益から、買収に伴う無形資産の償却費、M&Aに伴う費用、被買収会社に帰属する株式報酬費用ならびに減損、固定資産の売却損益などの一
時的要因を排除した恒常的な事業の業績を測る利益指標
3 調整後当期利益：当期利益（親会社所有者帰属持分）から、営業利益に係る調整項目、アーンアウト債務・買収関連プットオプション再評価損益、関連会社株式売却損益、
これらに係る税金相当・非支配持分損益相当などを排除した、親会社所有者に帰属する恒常的な損益を測る指標

（注） 2018年1月よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を、2019年1月よりIFRS第16号「リース」を適用しております。新基準適用による遡及修正はしておりませんの
で、新基準適用以前の年度は旧基準に基づく数字を記載しています。

（%）

オーガニック成長率※2

　国内事業

　海外事業

オペレーティング・マージン※3

　国内事業

　海外事業

親会社所有者帰属持分当期利益率※4（ROE）

調整後ROE※5 

資産合計税引前利益率（ROA）※6

親会社所有者帰属持分比率※7

基本的1株当たり当期利益（円）

基本的1株当たり調整後当期利益（円）

1株当たり配当金（円）

配当性向※8

調整後配当性向※9

—
—

10.3
19.7
24.2
15.3

8.2
9.0

—
—

282.31
309.26

55
19.5
17.8

7.0
3.9
9.4

21.1
26.0
16.9

7.7
10.6

—
34.8

289.95
395.67

75
25.9
19.0

5.1
4.5
5.7

21.1
26.8
16.2

8.3
11.3

4.3
29.6

292.85
396.20

85
29.0
21.5

0.1
(0.3)
0.4

18.7
24.5
14.6
10.4
10.6

4.5
30.7

373.11
381.58

90
24.1
23.6

3.4
2.1
4.3

16.4
21.7
12.9

8.4
9.1
4.1

28.8
320.39
345.59

90
28.1
26.0

(1.0)
0.4

(1.9)
15.0
19.1
12.2
(8.0)
7.5

(1.2)
25.7

(287.92)
270.94

95
—

35.1

※1 2014および2015年はプロフォーマ
2 オーガニック成長率：為替やM&Aの影響を除いた内部成長率
3 オペレーティング・マージン＝調整後営業利益÷売上総利益×100
4 親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）＝親会社の所有者に帰属する当期利益÷期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分×100
（決算期統一以前は3月末の連結財政状態計算書を使用）
5 調整後ROE＝調整後当期利益÷期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分×100
（決算期統一以前は3月末の連結財政状態計算書を使用）
6 資産合計税引前利益率（ROA）＝税引前利益÷期首・期末平均資産合計×100
7 親会社所有者帰属持分比率＝親会社の所有者に帰属する持分÷資産合計
8 配当性向＝1株当たり配当金÷基本的1株当たり当期利益×100
9 調整後配当性向＝1株当たり配当金÷基本的1株当たり調整後当期利益×100
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Data 財務データサマリー
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3,795,729
974,977

79,957
(76,051)

(7,803)
414,055

66,400
1,004

※1 2014および2015年はプロフォーマ
2 調整後営業利益：営業利益から、買収に伴う無形資産の償却費、M&Aに伴う費用、被買収会社に帰属する株式報酬費用ならびに減損、固定資産の売却損益などの一
時的要因を排除した恒常的な事業の業績を測る利益指標
3 調整後当期利益：当期利益（親会社所有者帰属持分）から、営業利益に係る調整項目、アーンアウト債務・買収関連プットオプション再評価損益、関連会社株式売却損益、
これらに係る税金相当・非支配持分損益相当などを排除した、親会社所有者に帰属する恒常的な損益を測る指標

（注） 2018年1月よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を、2019年1月よりIFRS第16号「リース」を適用しております。新基準適用による遡及修正はしておりませんの
で、新基準適用以前の年度は旧基準に基づく数字を記載しています。

（%）

オーガニック成長率※2

　国内事業

　海外事業

オペレーティング・マージン※3

　国内事業

　海外事業

親会社所有者帰属持分当期利益率※4（ROE）

調整後ROE※5 

資産合計税引前利益率（ROA）※6

親会社所有者帰属持分比率※7

基本的1株当たり当期利益（円）

基本的1株当たり調整後当期利益（円）

1株当たり配当金（円）

配当性向※8

調整後配当性向※9

—
—

10.3
19.7
24.2
15.3

8.2
9.0

—
—

282.31
309.26

55
19.5
17.8

7.0
3.9
9.4

21.1
26.0
16.9

7.7
10.6

—
34.8

289.95
395.67

75
25.9
19.0

5.1
4.5
5.7

21.1
26.8
16.2

8.3
11.3

4.3
29.6

292.85
396.20

85
29.0
21.5

0.1
(0.3)
0.4

18.7
24.5
14.6
10.4
10.6

4.5
30.7

373.11
381.58

90
24.1
23.6

3.4
2.1
4.3

16.4
21.7
12.9

8.4
9.1
4.1

28.8
320.39
345.59

90
28.1
26.0

(1.0)
0.4

(1.9)
15.0
19.1
12.2
(8.0)
7.5

(1.2)
25.7

(287.92)
270.94

95
—

35.1

※1 2014および2015年はプロフォーマ
2 オーガニック成長率：為替やM&Aの影響を除いた内部成長率
3 オペレーティング・マージン＝調整後営業利益÷売上総利益×100
4 親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）＝親会社の所有者に帰属する当期利益÷期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分×100
（決算期統一以前は3月末の連結財政状態計算書を使用）
5 調整後ROE＝調整後当期利益÷期首・期末平均親会社の所有者に帰属する持分×100
（決算期統一以前は3月末の連結財政状態計算書を使用）
6 資産合計税引前利益率（ROA）＝税引前利益÷期首・期末平均資産合計×100
7 親会社所有者帰属持分比率＝親会社の所有者に帰属する持分÷資産合計
8 配当性向＝1株当たり配当金÷基本的1株当たり当期利益×100
9 調整後配当性向＝1株当たり配当金÷基本的1株当たり調整後当期利益×100

連結 国内事業 海外事業

15

10

5

0

-5

（％）

201620152014 201920182017

オーガニック成長率

ROE 調整後ROE
親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）/調整後ROE

連結 国内事業 海外事業

30

20

10

0

（％）

201620152014 201920182017

オペレーティング・マージン

配当性向 調整後配当性向

100

80

60

40

20

0

（円）
50

40

30

20

10

0

（％）

201620152014 201920182017

1株当たり配当金/配当性向/調整後配当性向

15

10

5

0

-5

-10

（％）

201620152014 201920182017

1株当たり配当金

連結財務データ
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電通グループの女性管理職比率、寄付金総額、ボランティア
参加者数、ボランティア参加時間数、CO2排出量（温室効果ガ
ス排出量）については、ロイドレジスタークオリティアシュア
ランスリミテッド（LRQA）による第三者保証を受けています。

環境パフォーマンスデータ

コミュニティ活動

CO2排出量（トン）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

原単位（トン／FTE）

スコープ1（トン）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

スコープ2（マーケットベース）（トン） 

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

スコープ3（トン）

1.紙・事務用品の購入

5.廃棄物

6.従業員の出張

7.従業員の通勤

廃棄物発生量（kg）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

水使用量（m3）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

113,134

28,991

16,443

67,700

2.11

5,611

452

417

4,742

48,573

20,287

8,258

20,028

58,949

2,396 

1,110

52,603

2,841

6,665,499

2,884,696

1,444,553

2,336,250

458,786

133,048

143,299

182,439

113,791

27,624

16,223

70,045

1.88

4,981

104

322

4,555

39,130

18,868

7,645

12,617

69,679

2,087

1,627

62,253

3,713

7,884,635

2,196,440

1,550,789

4,137,406

806,030

125,331

148,063

532,636

121,156

37,071

19,584

64,500

1.89

4,888

89

255

4,544

29,074

16,821

7,381

4,873

87,194

1,481

1,246

79,417

5,049

6,456,545

1,751,954

1,494,591

3,210,000

776,321

128,459

187,349

460,513

201920182017

算出範囲・方法
●電通グループの海外および国内の一部会社等を対象範囲から除く
●CO2排出量はWRI（World Resources Institute）「GHGプロトコル」の算出基準に基づく
●CO2排出量のうちスコープ3はカテゴリー 1、5、6、7について算出
●廃棄物発生量（kg）は一般廃棄物および産業廃棄物（廃油・廃プラスチック類等）の合算
●水資源使用量（単体）は東京本社では上水＋中水、関西支社および中部支社では上水の建物総量
●精度の向上のため過年度の数値を遡求修正しています

第三者保証

寄付（円）

ボランティア参加者数（人）

ボランティア参加時間（時間）

143,641,694

14,428

72,253

DAN

664,412,477

513

5,994

電通ジャパンネットワーク
808,054,171

14,941

78,247

連結

Data ESGデータサマリー

ガバナンスデータ

取締役数(人)

　うち社外取締役数（独立社外取締役数）(人)

独立社外取締役比率（％）

女性取締役数(人)

取締役の女性比率（％）

取締役会出席率（％）

独立社外取締役の取締役会出席率（％）

2020/3時点

12

4(4)

33.3

2

16.7

98.0

98.5

12

5(4)

33.3

2

16.7

12

4(4)

33.3

2

16.7

96.9

93.8

2019

12

4(4)

33.3

2

16.7

96.9

96.3

2018

12

3(3)

25.0

1

8.3

95.4

96.1

2017

9

3(3)

33.3

1

11.1

91.9

83.3

2015 2016

社会性データ

連結従業員数

2019/12

62,608 66,400
2018/12

60,064
2017/12

55,843
2016/12

47,324
2015/12

従業員数(人)

従業員数および管理職数※

従業員数

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

管理職数

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

女性比率

48.1%

32.6%

35.4%

53.9%

14.5%

7.6%

12.7%

31.9%

31,940

2,306

4,523

25,111

474

61

245

168

女性

34,460

4,765

8,248

21,447

2,787

744

1,684

359

男性

66,400

7,071

12,771

46,558

3,261

805

1,929

527

総計

連結データ

2019/12時点

※ 電通および国内グループにおいては管理監督者、DANではOfficerクラスを算出

※ 2020年は期中のため未算出

※

※
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電通グループの女性管理職比率、寄付金総額、ボランティア
参加者数、ボランティア参加時間数、CO2排出量（温室効果ガ
ス排出量）については、ロイドレジスタークオリティアシュア
ランスリミテッド（LRQA）による第三者保証を受けています。

環境パフォーマンスデータ

コミュニティ活動

CO2排出量（トン）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

原単位（トン／FTE）

スコープ1（トン）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

スコープ2（マーケットベース）（トン） 

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

スコープ3（トン）

1.紙・事務用品の購入

5.廃棄物

6.従業員の出張

7.従業員の通勤

廃棄物発生量（kg）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

水使用量（m3）

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

113,134

28,991

16,443

67,700

2.11

5,611

452

417

4,742

48,573

20,287

8,258

20,028

58,949

2,396 

1,110

52,603

2,841

6,665,499

2,884,696

1,444,553

2,336,250

458,786

133,048

143,299

182,439

113,791

27,624

16,223

70,045

1.88

4,981

104

322

4,555

39,130

18,868

7,645

12,617

69,679

2,087

1,627

62,253

3,713

7,884,635

2,196,440

1,550,789

4,137,406

806,030

125,331

148,063

532,636

121,156

37,071

19,584

64,500

1.89

4,888

89

255

4,544

29,074

16,821

7,381

4,873

87,194

1,481

1,246

79,417

5,049

6,456,545

1,751,954

1,494,591

3,210,000

776,321

128,459

187,349

460,513

201920182017

算出範囲・方法
●電通グループの海外および国内の一部会社等を対象範囲から除く
●CO2排出量はWRI（World Resources Institute）「GHGプロトコル」の算出基準に基づく
●CO2排出量のうちスコープ3はカテゴリー 1、5、6、7について算出
●廃棄物発生量（kg）は一般廃棄物および産業廃棄物（廃油・廃プラスチック類等）の合算
●水資源使用量（単体）は東京本社では上水＋中水、関西支社および中部支社では上水の建物総量
●精度の向上のため過年度の数値を遡求修正しています

第三者保証

寄付（円）

ボランティア参加者数（人）

ボランティア参加時間（時間）

143,641,694

14,428

72,253

DAN

664,412,477

513

5,994

電通ジャパンネットワーク
808,054,171

14,941

78,247

連結

Data ESGデータサマリー

ガバナンスデータ

取締役数(人)

　うち社外取締役数（独立社外取締役数）(人)

独立社外取締役比率（％）

女性取締役数(人)

取締役の女性比率（％）

取締役会出席率（％）

独立社外取締役の取締役会出席率（％）

2020/3時点

12

4(4)

33.3

2

16.7

98.0

98.5

12

5(4)

33.3

2

16.7

12

4(4)

33.3

2

16.7

96.9

93.8

2019

12

4(4)

33.3

2

16.7

96.9

96.3

2018

12

3(3)

25.0

1

8.3

95.4

96.1

2017

9

3(3)

33.3

1

11.1

91.9

83.3

2015 2016

社会性データ

連結従業員数

2019/12

62,608 66,400
2018/12

60,064
2017/12

55,843
2016/12

47,324
2015/12

従業員数(人)

従業員数および管理職数※

従業員数

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

管理職数

電通

電通ジャパンネットワーク（電通除く）

DAN

女性比率

48.1%

32.6%

35.4%

53.9%

14.5%

7.6%

12.7%

31.9%

31,940

2,306

4,523

25,111

474

61

245

168

女性

34,460

4,765

8,248

21,447

2,787

744

1,684

359

男性

66,400

7,071

12,771

46,558

3,261

805

1,929

527

総計

連結データ

2019/12時点

※ 電通および国内グループにおいては管理監督者、DANではOfficerクラスを算出

※ 2020年は期中のため未算出

※

※
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Data ESGデータサマリー

安全衛生

全体
2019

95.4
2018

96.6
2017

95.5
2016

76.1
2015（注）

健康診断受診率(％)

（注）集計範囲：2015年4月～2015年12月の9カ月分

社員意識調査

多様な人材の活用

全体 2.352.142.072.04

障がい者雇用率(人)※
2020/62019/62018/62017/62016/6

合計

　男性

　女性

58
53

5

97.2

2.38

67
55
12

51
41
10

46
35
11

53
44

9

定年後の再雇用者数（人）
20192018201720162015

Q. 電通でしか得られない経験や知識がある

Q. 電通で働いていることを誇りに思う

Q. 今後も電通で働き続けたいと思う

92.9
80.0
72.6

92.3
78.4
72.1

93.2
80.2
73.5

94.4
86.8
75.6

会社や仕事に関する調査(％)
2019/12018/12017/12016/1

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

取得率（％）

2019
13.2
12.9
14.0
66.0

12.6
12.2
13.4
62.8

2018
12.8
12.1
14.5
64.0

2017
11.2
10.2
13.9
56.0

2016
8.4
7.5

10.6
42.0

2015（注）

従業員構成(人)※1

執行役員ほか※2

マネジメント職

非マネジメント職

契約社員

事務スタッフ

パートナー・シニア社員

嘱託ほか※3

出向受入

合計

32
1,776
3,341

686
482
213

86
312

6,928

合計
2

168
1,049

376
482

43
35

116
2,271

女性
30

1,608
2,292

310
0

170
51

196
4,657

45
1,587
2,391

313
0

174
51

204
4,765

4
166

1,079
368
490

44
34

121
2,306

49
1,753
3,470

681
490
218

85
325

7,071

男性男性 合計女性
2020/3時点2019/12時点

ワーク・ライフ・バランス
年次有給休暇の平均取得日数および取得率

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

復職率（％）

2019

155
102

53
100

2018

106
47
59

100

2017

81
31
50

100

2016

81
15
66

100

2015
育児休業取得者数および復職率

※1 出向者を除く
2 「執行役員ほか」は相談役、顧問、執行役員（取締役・監査役を除く）
3 「嘱託ほか」は常勤嘱託、非常勤嘱託、海外支社従業員を指す

全体
2019

1,952

232
164

68
100

1,903
2018

2,031※2
2017

2,166
2016

2,187
2015

総労働時間経年推移（非マネジメント職１人当たり）※1

※1 労働時間管理の変更に伴い、2017年度より実労働時間の数値に見直しを実施
2 2017年度よりマネジメント職含む

※ 各年６月時点／特例子会社制度による４社合算（電通グループ、電通そらり、電通、電通ワークス）、2019年までは3社合算（電通、電通そらり、電通ワークス）

※ 電通および国内グループ会社からの総件数

社員関連データ

  全体 34.0
平均年齢(歳) 2019/12時点 2019/12時点

  全体 4.0
平均勤続年数(年)

  30歳未満
30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

35.8
38.2
16.7

5.9
1.0

世代別従業員比率(％)※ 2019/12時点

※ 一部従業員を除く

（注）集計範囲：2015年4月～2015年12月の9カ月分

個別データ

コンプライアンス

電通合計 249715

コンプライアンスライン通報件数(件)※
20192018201720162015
17

電通

電通従業員数
2019/12

6,921 7,071
2018/12

6,927
2017/12

6,799
2016/12

7,261
2015/12

従業員数(人)
  全体
男

女

40.9
42.8
37.0

平均年齢(歳) 2019/12時点

2019/12時点
  全体
男

女

13.8
16.1

9.1

平均勤続年数(年)

  30歳未満
30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

合計

1,141
2,309
1,897
1,437

287
7,071

世代別従業員数(人)※ 2019/12時点

※ 出向者含み出向受入含まず

  2020/4
141

73
68

48.2

123
67
56

45.5

2019/4
145

84
61

42.0

2018/4
145

82
63

43.4

2017/4
144

88
56

38.9

2016/4
新卒社員採用人数

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

女性比率（％）

  2019
240
158

82
34.2

68
50
18

26.5

2018
244
158

86
35.2

2017
176
115

61
34.7

2016
152
108

44
28.9

2015
新卒社員＋中間採用人数

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

女性比率（％）

DAN
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Data ESGデータサマリー

安全衛生

全体
2019

95.4
2018

96.6
2017

95.5
2016

76.1
2015（注）

健康診断受診率(％)

（注）集計範囲：2015年4月～2015年12月の9カ月分

社員意識調査

多様な人材の活用

全体 2.352.142.072.04

障がい者雇用率(人)※
2020/62019/62018/62017/62016/6

合計

　男性

　女性

58
53

5

97.2

2.38

67
55
12

51
41
10

46
35
11

53
44

9

定年後の再雇用者数（人）
20192018201720162015

Q. 電通でしか得られない経験や知識がある

Q. 電通で働いていることを誇りに思う

Q. 今後も電通で働き続けたいと思う

92.9
80.0
72.6

92.3
78.4
72.1

93.2
80.2
73.5

94.4
86.8
75.6

会社や仕事に関する調査(％)
2019/12018/12017/12016/1

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

取得率（％）

2019
13.2
12.9
14.0
66.0

12.6
12.2
13.4
62.8

2018
12.8
12.1
14.5
64.0

2017
11.2
10.2
13.9
56.0

2016
8.4
7.5

10.6
42.0

2015（注）

従業員構成(人)※1

執行役員ほか※2

マネジメント職

非マネジメント職

契約社員

事務スタッフ

パートナー・シニア社員

嘱託ほか※3

出向受入

合計

32
1,776
3,341

686
482
213

86
312

6,928

合計
2

168
1,049

376
482

43
35

116
2,271

女性
30

1,608
2,292

310
0

170
51

196
4,657

45
1,587
2,391

313
0

174
51

204
4,765

4
166

1,079
368
490

44
34

121
2,306

49
1,753
3,470

681
490
218

85
325

7,071

男性男性 合計女性
2020/3時点2019/12時点

ワーク・ライフ・バランス
年次有給休暇の平均取得日数および取得率

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

復職率（％）

2019

155
102

53
100

2018

106
47
59

100

2017

81
31
50

100

2016

81
15
66

100

2015
育児休業取得者数および復職率

※1 出向者を除く
2 「執行役員ほか」は相談役、顧問、執行役員（取締役・監査役を除く）
3 「嘱託ほか」は常勤嘱託、非常勤嘱託、海外支社従業員を指す

全体
2019

1,952

232
164

68
100

1,903
2018

2,031※2
2017

2,166
2016

2,187
2015

総労働時間経年推移（非マネジメント職１人当たり）※1

※1 労働時間管理の変更に伴い、2017年度より実労働時間の数値に見直しを実施
2 2017年度よりマネジメント職含む

※ 各年６月時点／特例子会社制度による４社合算（電通グループ、電通そらり、電通、電通ワークス）、2019年までは3社合算（電通、電通そらり、電通ワークス）

※ 電通および国内グループ会社からの総件数

社員関連データ

  全体 34.0
平均年齢(歳) 2019/12時点 2019/12時点

  全体 4.0
平均勤続年数(年)

  30歳未満
30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

35.8
38.2
16.7

5.9
1.0

世代別従業員比率(％)※ 2019/12時点

※ 一部従業員を除く

（注）集計範囲：2015年4月～2015年12月の9カ月分

個別データ

コンプライアンス

電通合計 249715

コンプライアンスライン通報件数(件)※
20192018201720162015
17

電通

電通従業員数
2019/12

6,921 7,071
2018/12

6,927
2017/12

6,799
2016/12

7,261
2015/12

従業員数(人)
  全体
男

女

40.9
42.8
37.0

平均年齢(歳) 2019/12時点

2019/12時点
  全体
男

女

13.8
16.1

9.1

平均勤続年数(年)

  30歳未満
30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

合計

1,141
2,309
1,897
1,437

287
7,071

世代別従業員数(人)※ 2019/12時点

※ 出向者含み出向受入含まず

  2020/4
141

73
68

48.2

123
67
56

45.5

2019/4
145

84
61

42.0

2018/4
145

82
63

43.4

2017/4
144

88
56

38.9

2016/4
新卒社員採用人数

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

女性比率（％）

  2019
240
158

82
34.2

68
50
18

26.5

2018
244
158

86
35.2

2017
176
115

61
34.7

2016
152
108

44
28.9

2015
新卒社員＋中間採用人数

合計（人）

　男性（人）

　女性（人）

女性比率（％）

DAN
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Data コーポレートデータ

 
 

子会社および関連会社
2019年12月31日現在、電通の連結子会社は1,004社、持分法適用関連会社は96社となっています。

連結子会社

持分法適用関連会社

投資家情報 2019年12月31日現在

株式の状況 2019年12月31日現在

（株）電通東日本
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：関東地区、東北地区および
静岡県、新潟県における広告業

（株）電通西日本
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：中国地区、四国地区および
兵庫県、石川県、福井県、富山県における広告業

（株）電通九州
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：九州地区における広告業

（株）電通北海道
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：北海道地区における広告業

（株）電通名鉄コミュニケーションズ※1
所在地：日本
議決権の所有割合：50.0%
主要な事業の内容：プロモーションとアウト・オブ・
ホームメディア領域に特色を持つ総合広告業

（株）ザ・ゴール
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：ファッション・アクセサリー
関連業界専門の広告業

（株）電通アドギア
所在地：日本
議決権の所有割合：66.7%
主要な事業の内容：アウト・オブ・ホームメディア、
店頭プロモーションに特色を持つ広告業

（株）電通デジタル
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：デジタルマーケティングの全
ての領域に対する、コンサルティング、開発・実装、
運用・実行の提供

（株）電通ライブ
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：イベント、スペース関連業務
などの企画・制作

（株）電通テック
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：販促・イベント・CM・印刷など
の企画・制作

（株）電通ダイレクトマーケティング
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：ダイレクトマーケティングと
デジタルマーケティングに関するソリューション
の提供

（株）CARTA HOLDINGS※2
所在地：日本
議決権の所有割合：52.8%
主な事業の内容：グループの経営戦略方針策定
及びコーポレート業務全般

（株）電通国際情報サービス※2 ※3
所在地：日本
議決権の所有割合：61.8%
議決権の所有割合（間接所有割合）：0.0%
主要な事業の内容：情報システム構築、各種業務
ソフトウエア販売・サポート

（株）電通ワークス
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：環境対策関連コンサル、
ビル管理、不動産、人材関連サービス

Dentsu Aegis Network Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：電通グループの海外本社と
して海外事業を統括しています

Dentsu Aegis London Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis International Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Portman Square US Holdings Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Group Participations Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Toriton Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis GPS Holdings Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Finance Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

DAN Regents Place Finance Limited※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Central Europe
Holding GmbH
所在地：ドイツ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Central Europe 
GmbH
所在地：ドイツ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）100.0%

Dentsu Aegis Network France SAS※3
所在地：フランス
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis International Holding Company BV※3
所在地：オランダ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu McGarry Bowen, LLC※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

360i LLC※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network US Holdings, Inc.※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Merkle Group Inc.
所在地：米国
議決権の所有割合：74.6%
議決権の所有割合（間接所有割合）：74.6%

Agenciaclic - Midia Interativa S.A.※3
所在地：ブラジル
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis (Shanghai) Investment Co., Ltd.
所在地：中国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

北京電通廣告有限公司
所在地：中国
議決権の所有割合：100.0%

Aegis Media Asia Pacific Pte Ltd※3
所在地：シンガポール
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Australia Holdings
Pty Ltd.※3
所在地：オーストラリア
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Australia Pty Ltd.※3
所在地：オーストラリア
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

その他967社

※1 持分は、100分の50以下ですが、実質的に支配し
ているため子会社としています。
2 有価証券報告書提出会社
3 特定子会社

（株）ビデオリサーチ
所在地：日本
議決権の所有割合：34.2%
主要な事業の内容：テレビ視聴率調査、
ラジオ聴取率調査ほか調査全般

（株）D2C
所在地：日本
議決権の所有割合：46.0%
主要な事業の内容：NTTドコモの広告商品をは
じめとしたデジタル専門広告・マーケティング業

（株）セプテーニ・ホールディングス※
所在地：日本
議決権の所有割合：21.0%
主要な事業の内容：株式等の保有を通じたグルー
プ企業の統括管理等

その他93社

株式会社電通グループ
（2020年1月1日）

本社所在地
〒105-7050 東京都港区東新橋1-8-1
電話：03-6217-6600（代表）

インベスター・リレーションズ担当
グループIRオフィス
〒105-7050 東京都港区東新橋1-8-1
https://contact.group.dentsu.com/m/ir

上場証券取引所
東京証券取引所市場第一部
（証券コード：4324）

資本金
746億981万円

発行済株式総数
288,410,000株

定時株主総会
毎年3月東京にて開催

株主名簿管理人
三菱UFJ 信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

ホームページアドレス
https://www.group.dentsu.com/jp/

※ 有価証券報告書提出会社です。

所有者別株式分布状況

金融機関

金融商品取引業者

その他国内法人

株式会社時事通信社

電通グループ従業員持株会

一般社団法人共同通信社

87

46

623

39,437

637

40,830

92,127,100

9,628,864

76,661,473

52,330,525

57,662,038

288,410,000

31.94

3.34

26.58

18.14

19.99

100.00

株主数（人） 株式数（株） 構成比（%）

個人・その他
（自己株式含む）

外国法人等
（外国個人含む）

合計

大株主（上位10名）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口9）

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口）

35,565,100

16,280,700

18,988,800

16,178,680

8,907,000

6,047,569

4,984,808

4,929,900

4,408,818

12.84

5.88

6.86

5.84

3.22

2.18

株式会社TBSテレビ 4,000,000 1.44

1.80

1.78

1.59

株主名 所有株式数（株） 比率（%）

公益財団法人
吉田秀雄記念事業財団

株式会社
リクルートホールディングス

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）
SUB A/C AMERICAN CLIENTS

（注）
1. 信託銀行各社の持株数には、信託業務に係る株式数が含まれています。
2. 当社は自己株式を11,522,056株保有していますが、上記大株主から除外してい
ます。

3. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。

Dentsu Group Integrated Report 2020
59



Data コーポレートデータ

 
 

子会社および関連会社
2019年12月31日現在、電通の連結子会社は1,004社、持分法適用関連会社は96社となっています。

連結子会社

持分法適用関連会社

投資家情報 2019年12月31日現在

株式の状況 2019年12月31日現在

（株）電通東日本
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：関東地区、東北地区および
静岡県、新潟県における広告業

（株）電通西日本
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：中国地区、四国地区および
兵庫県、石川県、福井県、富山県における広告業

（株）電通九州
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：九州地区における広告業

（株）電通北海道
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：北海道地区における広告業

（株）電通名鉄コミュニケーションズ※1
所在地：日本
議決権の所有割合：50.0%
主要な事業の内容：プロモーションとアウト・オブ・
ホームメディア領域に特色を持つ総合広告業

（株）ザ・ゴール
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：ファッション・アクセサリー
関連業界専門の広告業

（株）電通アドギア
所在地：日本
議決権の所有割合：66.7%
主要な事業の内容：アウト・オブ・ホームメディア、
店頭プロモーションに特色を持つ広告業

（株）電通デジタル
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：デジタルマーケティングの全
ての領域に対する、コンサルティング、開発・実装、
運用・実行の提供

（株）電通ライブ
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：イベント、スペース関連業務
などの企画・制作

（株）電通テック
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：販促・イベント・CM・印刷など
の企画・制作

（株）電通ダイレクトマーケティング
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：ダイレクトマーケティングと
デジタルマーケティングに関するソリューション
の提供

（株）CARTA HOLDINGS※2
所在地：日本
議決権の所有割合：52.8%
主な事業の内容：グループの経営戦略方針策定
及びコーポレート業務全般

（株）電通国際情報サービス※2 ※3
所在地：日本
議決権の所有割合：61.8%
議決権の所有割合（間接所有割合）：0.0%
主要な事業の内容：情報システム構築、各種業務
ソフトウエア販売・サポート

（株）電通ワークス
所在地：日本
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：環境対策関連コンサル、
ビル管理、不動産、人材関連サービス

Dentsu Aegis Network Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
主要な事業の内容：電通グループの海外本社と
して海外事業を統括しています

Dentsu Aegis London Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis International Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Portman Square US Holdings Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Group Participations Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Toriton Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis GPS Holdings Ltd.※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis Finance Ltd.
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

DAN Regents Place Finance Limited※3
所在地：英国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Central Europe
Holding GmbH
所在地：ドイツ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Central Europe 
GmbH
所在地：ドイツ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）100.0%

Dentsu Aegis Network France SAS※3
所在地：フランス
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Aegis International Holding Company BV※3
所在地：オランダ
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu McGarry Bowen, LLC※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

360i LLC※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network US Holdings, Inc.※3
所在地：米国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Merkle Group Inc.
所在地：米国
議決権の所有割合：74.6%
議決権の所有割合（間接所有割合）：74.6%

Agenciaclic - Midia Interativa S.A.※3
所在地：ブラジル
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis (Shanghai) Investment Co., Ltd.
所在地：中国
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

北京電通廣告有限公司
所在地：中国
議決権の所有割合：100.0%

Aegis Media Asia Pacific Pte Ltd※3
所在地：シンガポール
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Australia Holdings
Pty Ltd.※3
所在地：オーストラリア
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

Dentsu Aegis Network Australia Pty Ltd.※3
所在地：オーストラリア
議決権の所有割合：100.0%
議決権の所有割合（間接所有割合）：100.0%

その他967社

※1 持分は、100分の50以下ですが、実質的に支配し
ているため子会社としています。
2 有価証券報告書提出会社
3 特定子会社

（株）ビデオリサーチ
所在地：日本
議決権の所有割合：34.2%
主要な事業の内容：テレビ視聴率調査、
ラジオ聴取率調査ほか調査全般

（株）D2C
所在地：日本
議決権の所有割合：46.0%
主要な事業の内容：NTTドコモの広告商品をは
じめとしたデジタル専門広告・マーケティング業

（株）セプテーニ・ホールディングス※
所在地：日本
議決権の所有割合：21.0%
主要な事業の内容：株式等の保有を通じたグルー
プ企業の統括管理等

その他93社

株式会社電通グループ
（2020年1月1日）

本社所在地
〒105-7050 東京都港区東新橋1-8-1
電話：03-6217-6600（代表）

インベスター・リレーションズ担当
グループIRオフィス
〒105-7050 東京都港区東新橋1-8-1
https://contact.group.dentsu.com/m/ir

上場証券取引所
東京証券取引所市場第一部
（証券コード：4324）

資本金
746億981万円

発行済株式総数
288,410,000株

定時株主総会
毎年3月東京にて開催

株主名簿管理人
三菱UFJ 信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

ホームページアドレス
https://www.group.dentsu.com/jp/

※ 有価証券報告書提出会社です。

所有者別株式分布状況

金融機関

金融商品取引業者

その他国内法人

株式会社時事通信社

電通グループ従業員持株会

一般社団法人共同通信社

87

46

623

39,437

637

40,830

92,127,100

9,628,864

76,661,473

52,330,525

57,662,038

288,410,000

31.94

3.34

26.58

18.14

19.99

100.00

株主数（人） 株式数（株） 構成比（%）

個人・その他
（自己株式含む）

外国法人等
（外国個人含む）

合計

大株主（上位10名）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口9）

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口）

35,565,100

16,280,700

18,988,800

16,178,680

8,907,000

6,047,569

4,984,808

4,929,900

4,408,818

12.84

5.88

6.86

5.84

3.22

2.18

株式会社TBSテレビ 4,000,000 1.44

1.80

1.78

1.59

株主名 所有株式数（株） 比率（%）

公益財団法人
吉田秀雄記念事業財団

株式会社
リクルートホールディングス

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）
SUB A/C AMERICAN CLIENTS

（注）
1. 信託銀行各社の持株数には、信託業務に係る株式数が含まれています。
2. 当社は自己株式を11,522,056株保有していますが、上記大株主から除外してい
ます。

3. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。
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